
(2）事業系統図 



 (3）関係会社の状況 

  

名称 住所

資本金 
または 
出資金 

(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有又は
被所有 
割合 
(％) 

役員の
兼任 

資金
援助 営業上の取引 設備の賃貸借

当社
役員
(人)

当社
従業
員 

(人)

(親会社)      
 

被所有          

アルプス電気㈱ 東京都 
大田区  23,623

電子機器及び
部品の製造販
売 

40.68
(0.22)

３ ─ ─
電子部品の仕
入 ─

(連結子会社)                 

ALPINE ELECTRONICS 
OF AMERICA, INC. 

アメリカ 
トーランス市 

千US$ 
 53,000

音響機器及び
情報通信機器 
の販売 

100 ４ ３ ─
当社が製品を
納入 ─

ALCOM 
AUTOMOTIVE,INC. 

アメリカ 
トーランス市 

千US$ 
 7,700

持株会社 58.44
(58.44)

１ ３ ─ ─ ─

ALPINE ELECTRONICS 
OF CANADA, INC. 

カナダ 
トロント市 

千CAN$ 
 200

音響機器及び
情報通信機器 
の販売 

100
(100)

― １ ─

ALPINE 
ELECTRONICS 
OF AMERICA, 
INC. 
が製品を納入 

─

ALCOM ELECTRONICOS 
DE MEXICO, S.A. DE 
C.V. 

メキシコ 
レイノサ市 

千US$ 
 7,700

音響機器及び
電子部品の製 
造販売 

100
(100)

１ ３ ─

ALPINE 
ELECTRONICS 
OF AMERICA, 
INC. 
が製品の製造
を委託 

ALPINE 
ELECTRONICS 
OF AMERICA, 
INC.が機械設
備を貸与 

ALPINE ELECTRONICS 
(EUROPE) GmbH 

ドイツ 
ミュンヘン市 

千EURO 
 1,000

音響機器及び
情報通信機器 
の販売 

100 ３ ５

欧州主要連
結子会社CMS
にて運転資
金を獲得 

当社が製品を
納入 ─

ALPINE ELECTRONICS 
GmbH 

ドイツ 
ミュンヘン市 

千EURO 
 4,000

音響機器及び
情報通信機器 
の販売 

100 ２ ４

欧州主要連
結子会社CMS
にて運転資
金を獲得 

当社及び
ALPINE 
ELECTRONICS 
(EUROPE) GmbH 
が製品を納入  

─

ALPINE ELECTRONICS 
FRANCE S.A.R.L. 

フランス 
ロワシー市 

千EURO 
 4,650

音響機器及び
情報通信機器 
の販売 

100 ２ １ ─

当社及び 
ALPINE 
ELECTRONICS 
(EUROPE) GmbH 
が製品を納入 

─

ALPINE ELECTRONICS 
OF U.K., LTD. 

イギリス 
コベントリー市 

千STG￡ 
 4,500

音響機器及び
情報通信機器 
の販売 

100 ２ ２ ─

当社及び
ALPINE 
ELECTRONICS 
(EUROPE) GmbH 
が製品を納入 

─

ALPINE ITALIA S.p.A. 

イタリア 
トレッツァーノ 
・スル・ナビリ 
オ市 

千EURO 
 3,000

音響機器及び
情報通信機器 
の販売 

100
(0.26)

２ １ ─

ALPINE 
ELECTRONICS 
(EUROPE) GmbH 
が製品を納入 

─

ALPINE ELECTRONICS 
DE ESPANA, S.A. 

スペイン 
ビトリア市 

千EURO 
 500

音響機器及び
情報通信機器 
の販売 

100 ２ １ ─

ALPINE 
ELECTRONICS 
(EUROPE) GmbH 
が製品を納入 

─

ALPINE ELECTRONICS 
MANUFACTURING OF 
EUROPE, LTD. 

ハンガリー
ビアトルバージ 
市 

千EURO 
 35,000

音響機器及び
情報通信機器 
の製造販売 

100 ２ ６

欧州主要連
結子会社CMS
にて運転資
金を獲得 

当社の製品の
製造を委託 ─

ALPINE ELECTRONICS 
OF AUSTRALIA PTY. 
LIMITED 

オーストラリア 
メルボルン市 

千A$ 
 1,800

音響機器及び
情報通信機器 
の販売 

100 １ ３ ─
当社が製品を
納入 ─

ALPINE ELECTRONICS 
HONG KONG, LTD. 

中華人民共和国 
香港 

千US$ 
 400

音響機器及び
情報通信機器 
の仕入及び販 
売 

100 １ ５ ─
当社及び関係
会社が製品及
び部品を購入 

─

ALPINE ELECTRONICS 
(CHINA) CO., LTD. 

中華人民共和国 
北京市 

千RMB 
 738,408

音響機器の販
売 100 ６ ３ ─

DALIAN ALPINE 
ELECTRONICS 
CO., LTD.が製
品を納入 

─

DALIAN ALPINE 
ELECTRONICS 
CO., LTD. 

中華人民共和国 
遼寧省大連市 

千RMB 
 164,945

音響機器及び
情報通信機器 
の製造販売 

100
(100)

１ ４

ALPINE 
ELECTRONICS 
(CHINA) 
CO., LTD.が
運転資金を
貸付 

当社及び
ALPINE 
ELECTRONICS 
(CHINA) CO., 
LTD.が製品の
製造を委託 

当社が機械設
備を貸与 
ALPINE 
ELECTRONICS 
(CHINA) CO., 
LTD.が土地建
物を貸与 



 （注） １ 「議決権の所有又は被所有割合」欄の(内書)は間接所有又は間接被所有です。 
２ 上記の関係会社のうちALPINE ELECTRONICS OF AMERICA, INC.、ALPINE ELECTRONICS MANUFACTURING OF EUROPE, LTD.、 

ALPINE ELECTRONICS (EUROPE) GmbH、ALPINE ELECTRONICS (CHINA) CO., LTD.、TAICANG ALPINE ELECTRONICS CO., LTD.は、特

定子会社に該当します。 
３ 上記の関係会社のうち、有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はアルプス電気㈱です。 
４ ALPINE ELECTRONICS OF AMERICA, INC.は、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)が連結売上高の10％を超える連結会社に

該当しますが、当連結会計年度における所在地別セグメント(北米セグメント)の売上高に占める割合が92.4％であるため主要な

損益情報等の記載を省略してます。 
５ ALPINE ELECTRONICS GmbHについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を超えてま

す。 
なお、同社の主要な損益情報等は以下のとおりです。 
(1)売上高66,879百万円 (2)経常利益△971百万円 (3)当期純利益△1,002百万円 (4)純資産額4,276百万円 (5)総資産額14,463百

万円 
６ NEUSOFT CORPORATIONは、平成20年５月をもってSHENYANG NEUSOFT CO., LTDから社名変更しています。 
  

名称 住所

資本金 
または 
出資金 

(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有又は
被所有 
割合 
(％) 

役員の
兼任 

資金
援助 営業上の取引 設備の賃貸借

当社
役員
(人)

当社
従業
員 
(人)

(連結子会社)         

TAICANG ALPINE 
ELECTRONICS 
CO., LTD. 

中華人民共和国 
江蘇省太倉市 

千RMB 
 206,593

音響機器及び
情報通信機器 
の製造販売 

100
(68)

１ ６

ALPINE 
ELECTRONICS 
(CHINA) 
CO., LTD.が
運転資金を
貸付 

当社の製品の
製造を委託 

当社が機械設
備を貸与 

ALPINE TECHNOLOGY 
MANUFACTURING 
(THAILAND) CO., LTD. 

タイ 
プラーチンブリ 
市 

百万BAHT 
 125

音響機器の製
造販売 

67.31
(10)

─ ２ ─

当社及びアル
パインテクノ
㈱が製品の製
造を委託 

当社が機械設
備を貸与 

ALPINE ELECTRONICS 
OF ASIA PACIFIC CO., 
LTD. 

タイ 
バンコク市 

百万BAHT 
 136

音響機器及び
情報通信機器 
の販売 

100 １ ５ ─
当社及び関係
会社が製品を
納入 

─

ALPINE OF ASIA 
PACIFIC INDIA 
PRIVATE LIMITED 

インド 
ニューデリー市 

千INR 
 76,000

音響機器及び
情報通信機器 
の販売 

100
(100)

１ ３ ─
当社及び関係
会社が製品を
納入 

─

アルパインテクノ㈱ 福島県 
いわき市  200

音響機器及び
情報通信機器 
の製造販売 

100 １ １
当社が運転
資金を貸付 

当社の製品の
製造を委託 

当社が土地を
貸与 

アルパインマニュファ 
クチャリング㈱ 

福島県 
いわき市  275

音響機器及び
情報通信機器 
の製造販売 

100
(15)

１ ３ ─
当社の製品の
製造を委託 

当社が土地・
建物を貸与 

アルパイン 
プレシジョン㈱ 

福島県 
いわき市  90

音響機器の製
造販売 100 １ ４ ─

当社の製品の
製造を委託 

当社が土地を
貸与 

アルパイン 
情報システム㈱ 

福島県 
いわき市  125

コンピュータ
ー等のシステ 
ム開発・設計 
及び販売 

100 ― ３ ─

当社のシステ
ムの開発・設
計及び情報処
理委託 

当社が建物を
貸与 

アルパイン 
マーケティング㈱ 

東京都 
品川区  300

音響機器及び
情報通信機器 
の販売 

100 ― １
当社が運転
資金を貸付 

当社製品の販
売 

当社が建物を
貸与 

アルパイン技研㈱ 福島県 
いわき市  265

電気機器の開
発設計及び販 
売 

95.35
(10.70)

１ ７
当社が運転
資金を貸付 

当社製品の設
計委託 

当社が土地を
貸与 

アルパイン 
ビジネスサービス㈱ 

福島県 
いわき市  50

労働者派遣業
務及び厚生施 
設の維持・管 
理の受託 

100 ２ ３
当社が運転
資金を貸付 

庶務及び福利
厚生に関する
サ─ビスの委
託 

当社が建物を
貸与 

アルパイン 
カスタマーズサービス
㈱ 

埼玉県 
さいたま市  31

音響機器のア
フターサービ 
ス 

100
(95.24)

― ３ ─

当社製品の部
品を納入し、
アフターサー
ビスを委託 

─

(持分法適用関連会社)              

NEUSOFT CORPORATION 
  

中華人民共和国 
遼寧省瀋陽市 

千RMB 
 944,303

ソフトウェア
開発・販売及
びIT人材教育 

15.59
(13.95)

― １ ─

当社の製品に
関するソフト
ウェア開発を
委託 

─



(1）会社の経営の基本方針 

 当社グループは企業理念として「個性の尊重」、「価値の創造」、「社会への貢献」、また、2015年に向けた企業

ビジョンとして、「未来価値を創造するモービルメディア・ソリューションカンパニーを目指します。」を掲げ企業

活動を行っています。車載用の音響機器や情報通信機器分野で永年培ったコア技術を核として、新たな価値の創造・

もの造りに情熱を持って果敢に挑戦することで、企業価値の向上を図ってまいります。 

(2）目標とする経営指標 

 当社グループでは、国内・外関連会社を含む連結経営を重視し、連結収益力の向上と連結キャッシュ・フローの創

出を目指しています。そのため、利益率ならびに資産回転率の両面から連結ＲＯＡ（総資産当期純利益率）を高めて

いくことが重要と考えており、連結ＲＯＡ５％超を目指して、利益率の向上に加え、たな卸資産の削減、有利子負債

の圧縮などに取り組んでまいります。 

(3）中長期的な会社の経営戦略 

 当業界におきましては、音響機器製品は、最新デジタル機器と連動した商品の需要の拡大がみられるものの、競合

各社の価格競争が一層激しさを増しています。 

 また、情報通信機器製品は、音響・映像・情報機器が一体化した複合製品が、自動車の基幹機能として搭載される

傾向が強まり、新車への純正搭載比率がますます高まりつつあります。しかし一方では、自動車メーカーのグローバ

ル競争の激化に伴う品質・価格・納期に対する要請が一層厳しさを増しています。更に、世界的な経済状況変化によ

る自動車業界の転換期に対して環境、省エネ、安全といった新たな軸での競争も当社においての重要な課題として取

り組んでいます。 

 このような状況に対応するため、当社グループは2015年に向けた企業ビジョン、「未来価値を創造するモービルメ

ディア・ソリューション・カンパニー」を目指し、また、中期経営方針として、一昨年度から進めていた構造改革に

現在の変化に対する対応を織り込んだ、『創造・情熱・挑戦で「CHALLENGE30＋推進」加速』を掲げ、中期経営計画

を推進しています。 

 中期経営方針達成のため、次の戦略をもとに諸施策を推進し、新たな価値の創造・経営体質の強化と収益の向上を

図り、企業価値の拡大を目指します。 

① 市場規模が拡大する情報通信機器事業に積極的な研究開発投資を実施し、コア技術をさらに深耕するとともに、

先行技術開発や大型システム商品開発とグローバルでのファーストワン商品によるビジネスモデルの構築を推進

し、事業基盤の確立を図ります。 

② 価格競争の激化・厳しい品質要求に対応するため、全社をあげて製品設計構造の改革・「桁違いの搬入・市場品

質」活動と開発品質の追求に取り組むとともに、グローバル生産拠点においては、現地部品調達や部品加工から

完成までの一貫生産体制を拡充し、価格競争力の強化を図ります。 

③ グローバル・ベース（日本、米州、欧州、中国・アジア）で、販売・調達・生産・開発の各機能を拡充し、顧客

満足度の向上と収益・コストの構造改革に取り組みます。 

④  企業活動に関するリスクの多様化などを背景にリスクマネジメント及びコンプライアンスの重要性が増してきて

おり、ＣＳＲ委員会において危機管理及び情報管理体制等の強化を図ります。 

(4）会社の対処すべき課題 

 わが国経済は、世界金融危機から実体経済への影響として起きている内需の落ち込みだけでなく、欧米の消費の低

迷や、新興国における成長の鈍化による外需環境の悪化に加え、為替変動など、経営環境が厳しい状況にあります。

  海外におきましても、長期的な景気低迷と雇用情勢の悪化が懸念されています。現在の景気低迷からの復調までの

道のりはまだ見えていません。一部、復調の兆しが見え始めた部分もありますが、中国における継続的な成長への舵

取りや、ロシアや新興国の市場成長予測の軌道修正等予断を許さない状況にあります。 

 自動車業界におきましては、世界経済の悪化に伴う消費減速の中で耐久消費財への支出が大きく影響を受け、過去

に例を見ない販売数の減少に直面しています。同時に流通在庫の調整を目的とした生産停止あるいは減少といった大

きな影響が出ています。結果として自動車メーカーだけでなく、自動車部品業界においても、各社ごとで存続への大

きな変化点に直面しています。一方、消費低迷による低価格化への要求に加え、環境や安全といった、新たな価値基

準による購買判断の影響が従来に増して拡大しています。各国における経済対策として環境と自動車に対する施策が

出ており、今後の需要への変化が起きると見込まれます。 

  当カーエレクトロニクス業界においても、自動車メーカーの要求に対応するため技術開発や価格競争力の強化とグ

ローバル化が経営の重要課題となっています。 

 このような状況下、当社グループでは市場規模が拡大しているナビゲーションを核とした情報通信機器分野に積極

的な研究開発投資を継続するとともに、中国のソフトウェア開発拠点を拡充し開発効率の向上を図ります。さらに桁

違い品質追求による顧客満足度の向上とコスト・間接の構造改革を推進し、収益力を高め経営基盤の強化を図ってま

いります。 

 また、今後、EV(電気自動車)やHV(ハイブリッド自動車)などのエコ・カーや燃費効率の高い小型車の需要が拡大す

ると予測されるなか、自動車の「軽量化・省電力化・安価」に対応した商品開発や、「安全・安心」を実現するドラ

イバー支援システムの機能向上・充実を図ってまいります。  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 30,172 26,290

受取手形及び売掛金 31,825 18,054

製品 20,252 －

商品及び製品 － 13,698

原材料 5,977 －

仕掛品 1,738 1,067

貯蔵品 497 －

原材料及び貯蔵品 － 4,566

繰延税金資産 3,338 1,263

その他 10,740 11,048

貸倒引当金 △788 △551

流動資産合計 103,756 75,437

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 23,020 23,324

減価償却累計額 △12,960 △13,221

建物及び構築物（純額） 10,060 10,102

機械装置及び運搬具 19,331 17,529

減価償却累計額 △10,269 △10,382

機械装置及び運搬具（純額） 9,061 7,146

工具器具備品及び金型 50,080 49,635

減価償却累計額 △42,846 △43,608

工具器具備品及び金型（純額） 7,233 6,027

土地 ※2  5,136 ※2  5,004

リース資産 － 542

減価償却累計額 － △320

リース資産（純額） － 221

建設仮勘定 1,359 400

有形固定資産合計 32,851 28,902

無形固定資産 7,004 7,002

投資その他の資産   

投資有価証券 ※1  19,908 ※1  17,228

繰延税金資産 350 316

その他 ※1  3,937 ※1  3,848

貸倒引当金 △22 △21

投資その他の資産合計 24,173 21,371

固定資産合計 64,029 57,277

資産合計 167,785 132,715



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 26,360 12,434

短期借入金 215 1,621

未払法人税等 810 369

未払費用 10,055 7,951

繰延税金負債 129 69

賞与引当金 1,817 1,369

役員賞与引当金 53 －

製品保証引当金 4,822 3,544

その他 4,000 3,137

流動負債合計 48,265 30,498

固定負債   

繰延税金負債 1,283 2,932

退職給付引当金 669 632

役員退職慰労引当金 704 732

その他 598 753

固定負債合計 3,255 5,049

負債合計 51,520 35,548

純資産の部   

株主資本   

資本金 25,920 25,920

資本剰余金 24,905 24,905

利益剰余金 58,592 48,138

自己株式 △30 △29

株主資本合計 109,388 98,935

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 4,753 3,090

土地再評価差額金 ※2  △1,394 ※2  △1,394

為替換算調整勘定 2,111 △4,415

評価・換算差額等合計 5,469 △2,719

少数株主持分 1,406 951

純資産合計 116,264 97,166

負債純資産合計 167,785 132,715



（２）連結損益計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 252,071 196,666

売上原価 ※1,3  204,636 ※1,3  171,257

売上総利益 47,435 25,409

販売費及び一般管理費 ※2,3  40,423 ※2,3  35,596

営業利益又は営業損失（△） 7,011 △10,186

営業外収益   

受取利息 389 246

受取配当金 540 506

持分法による投資利益 1,046 1,142

為替差益 － 3,527

その他 412 661

営業外収益合計 2,388 6,084

営業外費用   

支払利息 169 121

売上割引 250 174

為替差損 1,925 －

得意先負担金型精算損 312 －

その他 339 194

営業外費用合計 2,997 490

経常利益又は経常損失（△） 6,403 △4,593

特別利益   

固定資産売却益 ※4  16 ※4  36

投資有価証券売却益 － 117

関係会社株式売却益 50 －

貸倒引当金戻入額 154 91

オプション評価益 － 2,577

関係会社清算益 394 －

その他 － 288

特別利益合計 616 3,113

特別損失   

固定資産除売却損 ※5  343 ※5  342

投資有価証券評価損 256 51

たな卸資産評価損 － 1,090

固定資産評価損 － ※6  492

過年度特許権使用料 75 －

その他 － 93

特別損失合計 674 2,072

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

6,344 △3,552

法人税、住民税及び事業税 2,817 943

過年度法人税等 112 △913

法人税等調整額 △297 5,285

法人税等合計 2,632 5,316

少数株主利益 158 122

当期純利益又は当期純損失（△） 3,554 △8,991



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 25,920 25,920

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 25,920 25,920

資本剰余金   

前期末残高 24,905 24,905

当期変動額   

自己株式の処分 0 △0

自己株式処分差損の振替 － 0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 24,905 24,905

利益剰余金   

前期末残高 57,344 58,592

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 281

当期変動額   

剰余金の配当 △1,744 △1,744

当期純利益又は当期純損失（△） 3,554 △8,991

連結子会社と非連結子会社の合併に伴う増
加額

50 －

持分法適用会社の持分比率変動に伴う減少
額

△610 －

自己株式処分差損の振替 － △0

従業員奨励福利基金 △2 －

当期変動額合計 1,248 △10,736

当期末残高 58,592 48,138

自己株式   

前期末残高 △29 △30

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 0 2

当期変動額合計 △1 1

当期末残高 △30 △29

株主資本合計   

前期末残高 108,141 109,388

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 281

当期変動額   

剰余金の配当 △1,744 △1,744

当期純利益又は当期純損失（△） 3,554 △8,991

連結子会社と非連結子会社の合併に伴う増
加額

50 －

持分法適用会社の持分比率変動に伴う減少
額

△610 －

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 0 1

従業員奨励福利基金 △2 －

当期変動額合計 1,246 △10,734

当期末残高 109,388 98,935



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 7,789 4,753

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,035 △1,662

当期変動額合計 △3,035 △1,662

当期末残高 4,753 3,090

土地再評価差額金   

前期末残高 △1,394 △1,394

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 △1,394 △1,394

為替換算調整勘定   

前期末残高 4,520 2,111

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △2,409 △6,526

当期変動額合計 △2,409 △6,526

当期末残高 2,111 △4,415

評価・換算差額等合計   

前期末残高 10,914 5,469

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,445 △8,189

当期変動額合計 △5,445 △8,189

当期末残高 5,469 △2,719

少数株主持分   

前期末残高 1,852 1,406

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △445 △455

当期変動額合計 △445 △455

当期末残高 1,406 951

純資産合計   

前期末残高 120,908 116,264

在外子会社の会計処理の変更に伴う増減 － 281

当期変動額   

剰余金の配当 △1,744 △1,744

当期純利益又は当期純損失（△） 3,554 △8,991

連結子会社と非連結子会社の合併に伴う増加
額

50 －

持分法適用会社の持分比率変動に伴う減少額 △610 －

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 0 1

従業員奨励福利基金 △2 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △5,890 △8,645

当期変動額合計 △4,643 △19,379

当期末残高 116,264 97,166



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

6,344 △3,552

減価償却費 10,654 10,336

退職給付引当金の増減額（△は減少） 44 △16

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △14 27

受取利息及び受取配当金 △929 △752

支払利息 169 121

持分法による投資損益（△は益） △1,046 △1,142

有形固定資産売却損益（△は益） 6 11

売上債権の増減額（△は増加） 5,779 10,241

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,020 6,087

仕入債務の増減額（△は減少） △1,624 △9,233

製品保証引当金の増減額（△は減少） △500 △813

オプション評価損益（△は益） － △2,577

その他 △3,383 1,911

小計 14,479 10,647

利息及び配当金の受取額 927 783

利息の支払額 △169 △118

法人税等の支払額 △5,274 △1,668

法人税等の還付額 － 1,036

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,963 10,679

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △11,029 △7,139

有形固定資産の売却による収入 27 87

無形固定資産の取得による支出 △2,945 △3,156

投資有価証券の売却による収入 246 130

子会社株式の取得による支出 － △544

関係会社株式の取得による支出 － △245

貸付けによる支出 △61 △1,857

貸付金の回収による収入 37 66

その他 △377 △193

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,101 △12,850

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 33 1,576

配当金の支払額 △1,743 △1,744

少数株主への配当金の支払額 △189 △16

少数株主への清算配当金の支払額 △452 －

少数株主からの払込みによる収入 62 －

その他 △1 △145

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,289 △329

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,017 △1,518

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △7,445 △4,017

現金及び現金同等物の期首残高 37,507 30,159

連結子会社と非連結子会社との合併に伴う現金及び
現金同等物の増加額

97 －

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  30,159 ※1  26,141



 該当事項はありません。 

   

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社は27社です。 

連結子会社名は「２. 企業集団の状況」の(3) 関

係会社の状況に記載しているため省略しました。 

前連結会計年度において連結子会社であったDANDO

NG ALPINE ELECTRONICS, INC.は平成20年３月に清

算したため、連結の範囲から除いていますが、清

算結了日までの損益計算書については連結してい

ます。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社は27社です。 

連結子会社名は「２. 企業集団の状況」の(3) 関

係会社の状況に記載しているため省略しました。 

前連結会計年度において連結子会社であった

ALPINE ELECTRONICS ASIA PTE LTD.は平成20年12

月に清算したため、連結の範囲から除いています

が、清算結了日までの損益計算書については連結

しています。 

ALPINE OF ASIA PACIFIC INDIA PRIVATE LIMITED

は新規設立により連結の範囲に含めることとしま

した。 

(2) 非連結子会社は５社であり、いずれも総資産額、

売上高、当期純損益(持分相当額)及び利益剰余金

(持分相当額)等の観点からみても小規模であり、

全体としても連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないので、連結の範囲から除外しました。非

連結子会社等のうち主なものは、ALPINE 

ELECTRONICS R&D EUROPE GmbHです。 

(2) 非連結子会社は５社であり、いずれも総資産額、

売上高、当期純損益(持分相当額)及び利益剰余金

(持分相当額)等の観点からみても小規模であり、

全体としても連結財務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないので、連結の範囲から除外しました。非

連結子会社等のうち主なものは、ALPINE 

ELECTRONICS R&D EUROPE GmbHです。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の関連会社数 １社 

SHENYANG NEUSOFT CO.,LTD. 

持分法適用会社でありますNEUSOFT GROUP LTD.

は、平成20年３月に、その子会社である

SHENYANG NEUSOFT CO.,LTD.に吸収合併されまし

た。 

２ 持分法の適用に関する事項 

(1) 持分法適用の関連会社数 １社 

NEUSOFT CORPORATION 

 NEUSOFT CORPORATIONは、平成20年５月をもって

SHENYANG NEUSOFT CO.,LTD.から社名変更していま

す。 

(2) 持分法を適用していない非連結子会社５社及び上

記１社を除く関連会社６社に対する投資について

は、いずれも当期純損益（持分相当額）並びに利

益剰余金（持分相当額）等の観点からみても小規

模であり、全体としても連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないので原価法により評価してい

ます。非連結子会社等のうち主なものは、ALPINE 

ELECTRONICS R&D EUROPE GmbHです。 

(2) 持分法を適用していない非連結子会社５社及び上

記１社を除く関連会社６社に対する投資について

は、いずれも当期純損益（持分相当額）並びに利

益剰余金（持分相当額）等の観点からみても小規

模であり、全体としても連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないので原価法により評価してい

ます。非連結子会社等のうち主なものは、ALPINE 

ELECTRONICS R&D EUROPE GmbHです。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、ALCOM AUTOMOTIVE,INC.、 

ALCOM ELECTRONICOS DE MEXICO, S.A. DE C.V.、 

ALPINE ELECTRONICS MANUFACTURING OF EUROPE, 

LTD.、ALPINE ELECTRONICS (CHINA) CO., LTD.、 

DALIAN ALPINE ELECTRONICS CO., LTD.、TAICANG 

ALPINE ELECTRONICS CO., LTD.、ALPINE TECHNOLOGY 

MANUFACTURING (THAILAND) CO., LTD. の決算日は12月

31日です。連結財務諸表の作成に当たっては、12月31

日現在の決算財務諸表を採用していますが、連結決算

日との間に生じた重要な取引については、連結上必要

な調整を行っています。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、ALCOM AUTOMOTIVE,INC.、 

ALCOM ELECTRONICOS DE MEXICO, S.A. DE C.V.、 

ALPINE ELECTRONICS MANUFACTURING OF EUROPE, 

LTD.、ALPINE ELECTRONICS (CHINA) CO., LTD.、 

DALIAN ALPINE ELECTRONICS CO., LTD.、TAICANG 

ALPINE ELECTRONICS CO., LTD.、ALPINE TECHNOLOGY 

MANUFACTURING (THAILAND) CO., LTD. の決算日は12月

31日です。連結財務諸表の作成に当たっては、12月31

日現在の決算財務諸表を採用していますが、連結決算

日との間に生じた重要な取引については、連結上必要

な調整を行っています。 



  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

…決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定しています。) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

…主として移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

② たな卸資産 

 当社、国内連結子会社及び欧米以外の在外連結

子会社は、主として総平均法による原価法を、ま

た、欧米の連結子会社は主として移動平均法によ

る低価法を採用しています。 

② たな卸資産 

  当社及び国内連結子会社は、主として総平均法

による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法により算定）を、また、

在外連結子会社は主として総平均法または移動平

均法による低価法を採用しています。 

（会計方針の変更） 

  当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会

計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日

公表分）を適用しています。 

  これにより、営業損失及び経常損失は31百万円減

少、税金等調整前当期純損失は1,059百万円増加し

ています。 

  なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所

に記載しています。 

③ デリバティブ 

…時価法 

③ デリバティブ 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 当社及び国内連結子会社は定率法を採用してお

ります。ただし、平成10年４月１日以降に取得し

た建物(建物附属設備を除く)については定額法を

採用しています。 

 なお、耐用年数及び残存価額については、法人

税法に規定する方法と同一の基準によっていま

す。 

 (在外連結子会社は、主として当該国の会計基準

に規定する耐用年数に基づく定額法を採用してい

ます。また、当社は平成19年3月31日以前に取得し

た金型について、会社所定の耐用年数(法定耐用年

数の50％)及び残存価額を適用しています。) 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

(会計方針の変更) 

  法人税法の改正に伴い、当社及び国内連結子会

社は、当連結会計年度より、平成19年４月１日以

降に取得した金型を含めた有形固定資産につい

て、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に

変更しています。 

  これにより営業利益、経常利益、及び税金等調

整前当期純利益は、それぞれ163百万円減少してい

ます。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、(セグメ

ント情報)に記載しています。 

  また、減価償却システムの変更に時間を要した

ため、当中間連結会計期間における減価償却の方

法は改正前の法人税法に基づいており、営業利

益、経常利益、税金等調整前中間純利益は、それ

ぞれ40百万円多額に計上されています。 



  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(追加情報) 

  法人税法の改正に伴い、当社及び国内連結子会

社は、平成19年３月31日以前に取得した固定資産

については、改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価額の５％(ただし、金型

は会社所定の残存価額)に到達した連結会計年度の

翌連結会計年度より、取得価額の５％(ただし、金

型は会社所定の残存価額)相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含

めて計上しています。 

  これにより営業利益、経常利益、及び税金等調

整前当期純利益は、それぞれ96百万円減少してい

ます。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、(セグメ

ント情報)に記載しています。 

  また、減価償却システムの変更に時間を要した

ため、当中間連結会計期間における減価償却の方

法は改正前の法人税法に基づいており、営業利

益、経常利益、税金等調整前中間純利益は、それ

ぞれ48百万円多額に計上されています。 

(追加情報) 

法人税法の改正に伴い、当社及び国内連結子会

社の機械装置について、従来、耐用年数を８～10

年としていましたが、当連結会計年度より７年に

変更しました。 

この変更は、平成20年度の税制改正に伴う耐用

年数の見直しによるものです。 

これにより、当連結会計年度の営業損失、経常

損失及び税金等調整前当期純損失はそれぞれ142百

万円増加しています。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇

所に記載しています。 

  

② 無形固定資産 

 定額法を採用しています。 

 なお、耐用年数については、主として法人税法

に規定する方法と同一の基準によっています。た

だし、ソフトウェア(自社利用)については、社内

における利用可能期間(３～５年)に基づく定額法

を採用しています。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

――――― ③ リース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しています。 

  なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以

前のリース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっています。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、また、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しています。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払いに備えて、主として将来

の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計

上しています。 

② 賞与引当金 

同左 

③ 役員賞与引当金 

  役員の賞与金の支払いに備えて、当社は、将来

の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計

上しています。 

③ 役員賞与引当金 

同左 



  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しています。 

 なお、過去勤務債務については、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(１

年)による按分額を費用処理しています。数理計算

上の差異については、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(16年)による按分額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理することとしています。 

④ 退職給付引当金 

同左 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 当社及び国内連結子会社は、役員の退職慰労金

の支給に備えるため、内規に基づく当連結会計年

度末要支給額を計上しています。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

⑥ 製品保証引当金 

 当社及び主として米州・欧州・豪州地域の連結

子会社は、製品のアフターサービスによる支払い

に備えるため、主として過去の実績を基準として

計上しています。 

⑥ 製品保証引当金 

 当社及び連結子会社は、製品のアフターサービ

スによる支払いに備えるため、主として過去の実

績を基準として計上しています。 

(4) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財

務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の資

産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

 外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

います。なお、在外子会社等の資産及び負債は、決

算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株

主持分に含めています。 

(4) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財

務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建の資

産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっています。 

───── 



  

  

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっています。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

…ヘッジ手段 

デリバティブ取引(為替予約取引) 

② ヘッジ手段とヘッジ対象   

…ヘッジ手段 

デリバティブ取引(為替予約、通貨オプション

及び通貨スワップ取引)  

…ヘッジ対象 

相場変動等による損失の可能性があり、相場

変動等が評価に反映されていない債権・債務

及びキャッシュ・フローが固定され、変動リ

スクが回避される債権・債務(外貨建予定取引

を含みます。) 

…ヘッジ対象 

相場変動等による損失の可能性があり、相場

変動等が評価に反映されていない債権・債務

及びキャッシュ・フローが固定され、変動リ

スクが回避される債権・債務(外貨建予定取引

を含みます。) 

③ ヘッジ方針 

 当社の通常業務を遂行する上で為替リスクによ

る当社収益への影響を軽減する目的で、デリバテ

ィブ取引を使用しており、投機目的のデリバティ

ブ取引は行っていません。 

 為替予約取引では、実需原則に基づき為替予約

取引を使用しており、キャッシュ・フローを確定

させることを目的にヘッジ取引を行っています。 

③ ヘッジ方針 

 当社の通常業務を遂行する上で為替リスクによ

る当社収益への影響を軽減する目的で、デリバテ

ィブ取引を使用しており、投機目的のデリバティ

ブ取引は行っていません。 

  デリバティブ取引では、実需原則に基づきキャ

ッシュ・フローを確定させることを目的にヘッジ

取引を行なっています。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

 為替予約取引は、為替の変動の累計を比率分析

する方法によっています。 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

 為替予約取引・通貨オプション取引は、為替の変

動の累計を比率分析する方法によっています。 

(7) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を

採用しています。 

(7) 消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価

評価法によっています。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

    

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

 のれんは５年間で均等償却しています。 

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

同左 

    

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

は、手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内

に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資です。 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 



   

  

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

───── （リース取引に関する会計基準） 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっていま

したが、当連結会計年度より「リース取引に関する会計基

準」(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計審

議会第一部会)、平成19年３月30日改正)) 及び「リース取

引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第16号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会 会計制度

委員会)、平成19年３月30日改正) を適用し、通常の売買

取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 

  なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用していま

す。 

  この変更による当連結会計年度の営業利益、経常利益及

び税金等調整前当期純利益に与える影響は軽微です。 

───── （連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関す

る当面の取扱い） 

  当連結会計年度より、「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告

第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な

修正を行っています。 

  これにより、当連結会計年度の営業損失は68百万円減

少、経常損失は73百万円減少、税金等調整前当期純損失は

74百万円減少しています。 

   なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しています。 

―――――     当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分) を適

用したことに伴い、区分の見直しを行った結果、たな卸資

産評価損とたな卸資産廃却損は、いずれも収益性が低下し

たという点から見れば会計処理を区分する意義は乏しいと

判断し、従来販売費及び一般管理費に計上していたたな卸

資産廃却損を、たな卸資産評価損と同様、売上原価に計上

することに変更しました。 

  この変更により、従来と同一の基準によった場合に比

べ、売上原価は98百万円増加し、売上総利益は同額減少し

ましたが、営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純損

失に与える影響はありません。 

―――――   従来、市場価格のない株式の受取配当金は支払いを受け

た日に属する事業年度に収益を計上していましたが、当連

結会計年度より配当決議日もしくは配当決議の通知を受け

た日の属する事業年度に収益を計上する方法に変更しまし

た。この変更は期間損益を適正に算出するために実施した

ものです。 

  これによる損益に与える影響はありません。 

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

 当連結会計年度より、営業活動によるキャッシュ・フロ

ーの「未収消費税等の減少額」（45百万円）は、重要性を

考慮し、営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」

に含めて表示しています。 

───── 



  

注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりです。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりです。 

投資その他の資産   

投資有価証券(株式)     百万円 8,042

その他(出資金)  209

投資その他の資産   

投資有価証券(株式) 百万円 7,950

その他(出資金)  209

※２ 土地の再評価 

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布

法律第34号)に基づき、平成14年３月31日に事業用

の土地の再評価を行っています。 

なお、再評価差額については、土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律(平成11年３月31日

公布法律第24号)に基づき、当該再評価差額を「土

地再評価差額金」として純資産の部に計上してい

ます。 

※２ 土地の再評価 

土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日公布

法律第34号)に基づき、平成14年３月31日に事業用

の土地の再評価を行っています。 

なお、再評価差額については、土地の再評価に関

する法律の一部を改正する法律(平成11年３月31日

公布法律第24号)に基づき、当該再評価差額を「土

地再評価差額金」として純資産の部に計上してい

ます。 

・再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定め

る地方税法(昭和25年法律第226号)第341条第

10号に定める固定資産税評価額に基づき算出

しています。 

・再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３

月31日公布政令第119号)第２条第３号に定め

る地方税法(昭和25年法律第226号)第341条第

10号に定める固定資産税評価額に基づき算出

しています。 

・再評価を行った年月日 平成14年３月31日 

・再評価を行った土地の期末における時価と再

評価後の帳簿価額との差額 

・再評価を行った年月日 平成14年３月31日 

・再評価を行った土地の期末における時価と再

評価後の帳簿価額との差額 

  百万円△1,063   百万円△1,130

 ３ コミットメントライン 

当社グループは、流動性を確保し、運転資金の効

率的な調達を行うため金融機関５社と貸出コミッ

トメント契約を締結しています。 

当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入未実行残高は次のとおりです。 

 ３ コミットメントライン 

当社グループは、流動性を確保し、運転資金の効

率的な調達を行うため金融機関４社と貸出コミッ

トメント契約を締結しています。 

当連結会計年度末における貸出コミットメントに

係る借入未実行残高は次のとおりです。 

貸出コミットメントの総額 百万円11,000

借入実行残高 ―  

差引額  11,000

貸出コミットメントの総額 百万円10,000

借入実行残高 ―   

差引額  10,000



  

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

 ４ 偶発債務 

当社グループの非連結子会社であるALPINE DO 

BRASIL LTDA.（ALPINE ELECTRONICS OF AMERICA, 

INC.が100％の株式を所有）は、ブラジル貿易当局

（Foreign Trade Secretary）に登録の上、工業化

制度による優遇税制を適用していましたが、税務

当局から、「工業化の要件を満たしておらず優遇

税制の適用は認められないため、363百万円（6.4

百万レアル、その内訳は工業製品税2百万レアル、

輸入税1.4百万レアル、罰金2.5百万レアル、金利

0.5百万レアル）追徴する」旨の報告を受けたた

め、2003年5月に行政第一審にあたるThe Federal 

Revenue Judgement Officesに異議申立て手続きを

行いました。2006年11月に行政第一審から、532百

万円（9.4百万レアル、その内訳は工業製品税2百

万レアル、輸入税1.4百万レアル、罰金2.5百万レ

アル、金利3.5百万レアル）を支払え」とする旨の

ALPINE DO BRASIL LTDA.敗訴の決定が出ました

が、ALPINE DO BRASIL LTDA.はこの決定を不服と

して2006年12月に行政第二審であるTax Payers' 

Councilに上訴（審査請求）しました。なお、2006

年11月から当連結会計年度末の延滞税に該当する

金額は含まれていません。 

 ４ 偶発債務 

当社グループの非連結子会社であるALPINE DO 

BRASIL LTDA.（ALPINE ELECTRONICS OF AMERICA, 

INC.が ％の株式を所有）は、ブラジルの工業化

制度による優遇税制の適用に関して、「工業化の

要件を満たしておらず優遇税制の適用は認められ

ないため、工業製品税 百万レアル、輸入税 百

万レアル、罰金 百万レアル、金利 百万レア

ルを支払え」とする旨のブラジルThe Federal 

Revenue Judgement Officeによる2006年11月の決

定を不服とし、2006年12月に上訴（審査請求）し

ていましたが、2008年6月18日に行政第二審である

Tax Payers' Councilにおいて、ALPINE DO BRASIL 

LTDA.の訴えを全面的に認める決定がなされまし

た。2008年11月18日にブラジル税務当局からTax 

Payer's council決定事項についての確定通知書が

発行され、当件に関する支払義務がないことが確

定しました。 

100

2 1.4

2.5 3.5



  

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１ 売上原価に算入されているたな卸資産の低価法の

評価減の金額は1,034百万円です。 

※１ 期末たな卸高は収益性の低価に伴う簿価切下後の

金額であり、売上原価に算入されているたな卸資

産評価損の金額は2,156百万円です。 

※２ 販売費及び一般管理費は一括掲記しています。 

主要な費目及び金額は次のとおりです。 

※２ 販売費及び一般管理費は一括掲記しています。 

主要な費目及び金額は次のとおりです。 

製品保証引当金繰入額 百万円562

従業員給料手当  9,767

賞与引当金繰入額  424

役員賞与引当金繰入額  55

退職給付費用  230

役員退職慰労引当金繰入額  107

貸倒引当金繰入額  130

支払手数料  5,225

製品保証引当金繰入額 百万円232

従業員給料手当  8,649

賞与引当金繰入額  288

退職給付費用  251

役員退職慰労引当金繰入額  68

貸倒引当金繰入額  40

支払手数料  5,028

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の金額は27,192百万円です。 

※３ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費の金額は26,391百万円です。 

※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりです。 ※４ 固定資産売却益の内訳は次のとおりです。 

固定資産売却益 固定資産売却益 

機械装置及び運搬具 百万円13

工具器具備品及び金型  3

土地  0

計  16

建物及び構築物 百万円0

機械装置及び運搬具  32

工具器具備品及び金型  3

計  36

※５ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりです。 ※５ 固定資産除売却損の内訳は次のとおりです。 

固定資産除却損 固定資産除却損 

建物及び構築物 百万円54

機械装置及び運搬具  87

工具器具備品及び金型  69

無形固定資産  126

計  337

建物及び構築物 百万円7

機械装置及び運搬具  61

工具器具備品及び金型  237

建設仮勘定  16

無形固定資産  7

計  331

固定資産売却損 固定資産売却損 

機械装置及び運搬具 百万円5

工具器具備品及び金型  0

計  6

建物及び構築物 百万円0

機械装置及び運搬具    3

工具器具備品及び金型  6

建設仮勘定  0

計  11

――――― ※６  固定資産評価損の内訳は次の通りです。 

ソフトウェア  百万円492

計  492



前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加808株は、単元未満株式の買取りによる増加です。また、減少180株は、 

        単元未満株式の買増請求に対する売渡しによる減少です。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

              該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  69,784,501  －  －  69,784,501

合計  69,784,501  －  －  69,784,501

自己株式         

普通株式（注）  19,836  808  180  20,464

合計  19,836  808  180  20,464

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 (円) 

基準日 効力発生日

平成19年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  1,046  15 平成19年３月31日 平成19年６月27日 

平成19年11月７日 

取締役会 
普通株式  697  10 平成19年９月30日 平成19年12月７日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり
配当額 (円)

基準日 効力発生日

平成20年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  1,046 利益剰余金   15 平成20年３月31日 平成20年６月26日



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
 （注） 普通株式の自己株式の株式数の増加938株は、単元未満株式の買取りによる増加です。また、減少1,482株は、 

        従業員に対する売渡しによる減少900株、単元未満株式の買増請求に対する売渡しによる減少582株です。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

              該当事項はありません。 

  

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

     該当事項はありません。 

  

  

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  69,784,501  －  －  69,784,501

合計  69,784,501  －  －  69,784,501

自己株式         

普通株式（注）  20,464  938  1,482  19,920

合計  20,464  938  1,482  19,920

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額 (円) 

基準日 効力発生日

平成20年６月25日 

定時株主総会 
普通株式  1,046  15 平成20年３月31日 平成20年６月26日 

平成20年11月４日 

取締役会 
普通株式  697  10 平成20年９月30日 平成20年12月５日 



  

  

  

 （開示の省略） 

      リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、有価証券、デリバティブ取引、退職給付に関する注記事項につ 

いては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しています。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りです。 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係は次のとお

りです。 

  

現金及び預金勘定 百万円30,172

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
 △13

現金及び現金同等物  30,159

現金及び預金勘定 百万円26,290

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 
 △148

現金及び現金同等物  26,141



前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

  

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

 （注）１ 事業区分は内部管理上採用している区分によっています。 

２ 各事業区分の主な製品 

(1) 音響機器事業……………カーオーディオ、その他付属品 

(2) 情報・通信機器事業……カーコミュニケーション、カー電装品、及び映像用のユニット部品等 

３ 営業費用の内、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の総務部門等管理部門及び開発部門の一部に

係る費用です。 

４ 資産の内、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での余資運用資金(現金、預金及び有価証券)、長期投資資

金(投資有価証券)及び総務部門等管理部門に係る資産等です。 

５ 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却費が含まれています。 

６ 会計方針の変更 

（前連結会計年度） 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(2)に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、当連結会計年度よ

り、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しています。 

 これにより、減価償却費と営業費用は「音響機器事業」で99百万円、「情報・通信機器事業」で63百万円増加し、営業利益は

それぞれ同額減少しています。 

７ 追加情報 

（前連結会計年度） 

 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(2)に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、当連結会計年度よ

り、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価

額の５％(ただし、金型は会社所定の残存価額)に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％(ただし、金型は

会社所定の残存価額)相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しています。 

 これにより、減価償却費と営業費用は「音響機器事業」で58百万円、「情報・通信機器事業」で38百万円増加し、営業利益は

それぞれ同額減少しています。 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
音響機器事業
(百万円) 

情報・通信
機器事業 
(百万円) 

計(百万円)
消去 

又は全社 
(百万円) 

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益                              

売上高                              

(1) 外部顧客に対する売上高  122,999  129,072  252,071  ─  252,071

(2) セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 638  425  1,064  (1,064)  ─

計  123,637  129,498  253,135  (1,064)  252,071

営業費用  118,277  120,019  238,297  6,762  245,059

営業利益  5,359  9,478  14,838  (7,826)  7,011

Ⅱ 資産、減価償却費及び 

資本的支出 
                             

  資産  70,871  72,074  142,945  24,839  167,785

  減価償却費  6,092  4,454  10,546  107  10,654

  資本的支出  8,068  5,452  13,520  152  13,673

  
音響機器事業
(百万円) 

情報・通信
機器事業 
(百万円) 

計(百万円)
消去 

又は全社 
(百万円) 

連結(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益                              

売上高                              

(1) 外部顧客に対する売上高  88,409  108,257  196,666  ─  196,666

(2) セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 698  337  1,036  (1,036)  ─

計  89,107  108,595  197,703 (1,036)  196,666

営業費用  89,135  112,150  201,286  5,567  206,853

営業利益又は営業損失（△）  △27  △3,555  △3,583 (6,603)  △10,186

Ⅱ 資産、減価償却費及び 

資本的支出 
                             

  資産  46,992  61,902  108,894  23,820  132,715

  減価償却費  5,609  4,643  10,252  83  10,336

  資本的支出  5,323  4,830  10,153  6  10,160

前連結会計年度  7,826百万円

当連結会計年度    6,603百万円

前連結会計年度 24,986百万円

当連結会計年度 23,928百万円



８ 会計方針の変更 
  （当連結会計年度） 

(棚卸資産の評価に関する会計基準） 
「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(１)に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しています。この変更に伴い、従来の方法によった場合に

比べて、当連結会計年度の営業損失が、「音響機器事業」で34百万円減少、「情報・通信機器事業」で2百万円増加しています。

(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い） 
「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」記載のとおり、当連結会計年度より「連結財務諸表作成におけ

る在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用しています。この変更に伴

い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業損失が、「音響機器事業」で25百万円、「情報・通信機器事業」

で42百万円それぞれ減少しています。 
９ 追加情報 
  （当連結会計年度） 

(有形固定資産の耐用年数の変更） 
 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(２)に記載のとおり、当連結会計年度より当社及び国内連結子会社の機

械装置の耐用年数を７年に変更しました。 
 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業損失が、「音響機器事業」で56百万円、「情報・通

信機器事業」で76百万円それぞれ増加しています。 

  

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

  
当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

 （注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 
２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………………アメリカ合衆国、カナダ 
(2) ヨーロッパ………ドイツ、フランス、イギリス、イタリア、スペイン、ハンガリー 
(3) アジア……………シンガポール、中国、タイ 
(4) その他の地域……オーストラリア 

３ 営業費用の内、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、当社の総務部門等管理部門及び開発部門の一部に
係る費用です。 

４ 資産の内、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、当社での余資運用資金(現金、預金及び有価証券)、長期投資資
金(投資有価証券)及び総務部門等管理部門に係る資産等です。 

５ 会計方針の変更 
（前連結会計年度） 
 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(2)に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、当連結会計年度よ
り、平成19年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しています。 
 これにより、「日本」の営業費用は163百万円増加し、営業利益は同額減少しています。 

ｂ．所在地別セグメント情報

  
日本 

(百万円) 
北米

(百万円) 
ヨーロッパ
(百万円) 

アジア
(百万円) 

その他
の地域 

 (百万円)

計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益                                                

売上高                                                

(1) 外部顧客に対する 

売上高 
 39,847  91,912  98,081  20,686  1,544  252,071  ─  252,071

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 152,501  1,754  32,943  49,930  0  237,130 (237,130)  ─

計  192,349  93,666  131,025  70,616  1,544  489,202 (237,130)  252,071

営業費用  182,047  92,131  131,132  67,524  1,460  474,297 (229,237)  245,059

営業利益又は損失(△)  10,302  1,534  △107  3,092  83  14,904 (7,892)  7,011

Ⅱ 資産  100,266  28,345  38,214  33,099  620  200,545 (32,760)  167,785

  
日本 

(百万円) 
北米

(百万円) 
ヨーロッパ
(百万円) 

アジア
(百万円) 

その他
の地域 

 (百万円)

計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結
(百万円)

Ⅰ 売上高及び営業損益                                                

売上高                                                

(1) 外部顧客に対する 

売上高 
 32,951  54,950  91,974  15,426  1,364  196,666  ─  196,666

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
 117,476  909  28,453  42,647  21  189,509 (189,509)  ─

計  150,427  55,860  120,427  58,074  1,385  386,175 (189,509)  196,666

営業費用  156,678  56,417  121,236  55,810  1,313  391,455 (184,601)  206,853

営業利益又は損失(△)  △6,250  △556  △808  2,264  71  △5,279 (4,907)  △10,186

Ⅱ 資産  79,655  17,082  27,748  26,174  419  151,080 (18,365)  132,715

前連結会計年度 7,826百万円

当連結会計年度 6,603百万円

前連結会計年度 24,986百万円

当連結会計年度 23,928百万円



６ 追加情報 
（前連結会計年度） 
 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(2)に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、当連結会計年度よ
り、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価
額の５％(ただし、金型は会社所定の残存価額)に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％(ただし、金型は
会社所定の残存価額)相当額と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しています。 
 これにより、「日本」の営業費用は96百万円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しています。 

７ 会計方針の変更 
  （当連結会計年度） 

(棚卸資産の評価に関する会計基準） 
「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(１)に記載のとおり、当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する

会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しています。この変更に伴い、従来の方法によった場合に
比べて、当連結会計年度の営業損失が、「日本」で31百万円減少しています。 

(連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い） 
「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」記載のとおり、当連結会計年度より「連結財務諸表作成におけ

る在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用しています。この変更に伴
い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度において、「ヨーロッパ」で営業損失が46百万円減少、「アジア」で営
業損失が21百万円減少しています。 

８ 追加情報 
  （当連結会計年度） 

(有形固定資産の耐用年数の変更） 
 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４(２)に記載のとおり、当連結会計年度より当社及び国内連結子会社の機
械装置の耐用年数を７年に変更しました。 
 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当連結会計年度の営業損失が、「日本」で142百万円増加しています。  

  

前連結会計年度(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

  

当連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

 （注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) 北米………………アメリカ合衆国、カナダ 

(2) ヨーロッパ………ドイツ、フランス、イギリス、イタリア、スペイン、スウェーデン 

(3) アジア……………シンガポール、中国、タイ 

(4) その他の地域……オーストラリア 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。 

  

  

ｃ．海外売上高

  北米 ヨーロッパ アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  90,824  98,094  27,439  2,698  219,056

Ⅱ 連結売上高（百万円）                          252,071

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
 36.0  38.9  10.9  1.1  86.9

  北米 ヨーロッパ アジア その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  54,308  91,993  18,554  2,015  166,873

Ⅱ 連結売上高（百万円）                          196,666

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合(％) 
 27.6  46.8  9.4  1.0  84.9



 （注）１．１株当たり純資産額の算定の基礎は、以下のとおりです。 

     ２．１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

  

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載していません。 

１株当たり純資産額 円 銭 1,646 38

１株当たり当期純利益 円 銭 50 95

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存

在しないため記載していません。 

１株当たり純資産額 円 銭 1,379 14

１株当たり当期純損失 円 銭 128 88

項目 
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円）  116,264  97,166

普通株式に係る純資産額（百万円）  114,857  96,215

差額の主な内訳（百万円）            

 少数株主持分  1,406  951

１株当たり純資産の算定に用いられた普通株式の数 

（千株） 
 69,764  69,764

項目 
前連結会計年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

連結損益計算書上の当期純利益又は当期純損失（△）(百

万円) 
 3,554  △8,991

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）(百万

円) 
 3,554  △8,991

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─  ─ 

普通株式の期中平均株式数(千株)  69,764  69,764

（重要な後発事象）



(1）生産実績 

 当連結会計年度における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、販売価格によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

５．生産、受注及び販売の状況

事業の種類別セグメントの
名称 

前連結会計年度
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

対前年同期増減

生産高（百万円） 生産高（百万円） 増減率（％）

音響機器事業  107,426  68,607  △36.1

情報・通信機器事業  108,621  80,901  △25.5

合計  216,048  149,508  △30.8

事業の種類別セグメントの
名称 

前連結会計年度
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

対前年同期増減

受注高（百万円） 受注高（百万円） 増減率（％）

音響機器事業  119,767  82,303  △31.3

情報・通信機器事業  131,487  102,768  △21.8

合計  251,255  185,071  △26.3

事業の種類別セグメントの
名称 

前連結会計年度
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

対前年同期増減

受注残高（百万円） 受注残高（百万円） 増減率（％）

音響機器事業  12,736  6,630  △47.9

情報・通信機器事業  17,758  12,269  △30.9

合計  30,494  18,900  △38.0

事業の種類別セグメントの
名称 

前連結会計年度
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

対前年同期増減

販売高（百万円） 販売高（百万円） 増減率（％）

音響機器事業  122,999  88,409  △28.1

情報・通信機器事業  129,072  108,257  △16.1

合計  252,071  196,666  △22.0



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 11,870 13,466

受取手形 1 －

売掛金 ※1  30,104 ※1  12,483

製品 4,136 －

商品及び製品 － 1,885

仕掛品 954 428

原材料 1,726 －

貯蔵品 408 －

原材料及び貯蔵品 － 1,448

前渡金 467 17

前払費用 195 123

未収入金 ※1  5,287 ※1  4,138

関係会社短期貸付金 444 514

立替金 1,017 305

繰延税金資産 1,131 －

為替予約 － 1,386

通貨オプション － 2,153

その他 98 25

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 57,844 38,377

固定資産   

有形固定資産   

建物 10,647 10,694

減価償却累計額 △7,244 △7,503

建物（純額） 3,403 3,190

構築物 1,164 1,171

減価償却累計額 △562 △667

構築物（純額） 601 503

機械及び装置 2,645 2,743

減価償却累計額 △1,395 △1,781

機械及び装置（純額） 1,249 962

車両運搬具 368 392

減価償却累計額 △268 △305

車両運搬具（純額） 100 87

工具、器具及び備品 8,936 9,121

減価償却累計額 △6,826 △7,557

工具、器具及び備品（純額） 2,110 1,563

金型 30,448 30,402



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

減価償却累計額 △29,027 △29,420

金型（純額） 1,421 982

土地 ※3  3,370 ※3  3,370

建設仮勘定 53 69

有形固定資産合計 12,310 10,730

無形固定資産   

ソフトウエア 4,688 3,504

ソフトウエア仮勘定 1,523 2,680

その他 0 0

無形固定資産合計 6,212 6,185

投資その他の資産   

投資有価証券 11,864 9,277

関係会社株式 14,141 14,699

関係会社出資金 13,585 15,552

従業員長期貸付金 71 45

関係会社長期貸付金 － 221

長期前払費用 2,484 2,274

差入保証金 374 375

繰延税金資産 125 －

その他 524 600

貸倒引当金 △19 △16

投資その他の資産合計 43,153 43,030

固定資産合計 61,676 59,945

資産合計 119,521 98,323

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※1  18,440 ※1  8,071

未払金 1,285 699

未払法人税等 69 99

未払費用 ※1  6,910 ※1  5,156

前受金 7 2

預り金 238 144

賞与引当金 1,007 692

役員賞与引当金 53 －

製品保証引当金 513 263

その他 351 21

流動負債合計 28,877 15,151

固定負債   

繰延税金負債 － 2,027

退職給付引当金 151 125



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

役員退職慰労引当金 627 661

固定負債合計 779 2,814

負債合計 29,656 17,966

純資産の部   

株主資本   

資本金 25,920 25,920

資本剰余金   

資本準備金 24,905 24,905

その他資本剰余金 0 －

資本剰余金合計 24,905 24,905

利益剰余金   

利益準備金 883 883

その他利益剰余金   

配当平均積立金 1,750 1,750

買換資産圧縮積立金 65 60

別途積立金 30,950 31,450

繰越利益剰余金 2,309 △6,175

利益剰余金合計 35,958 27,968

自己株式 △30 △29

株主資本合計 86,753 78,764

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 4,505 2,986

土地再評価差額金 ※3  △1,394 ※3  △1,394

評価・換算差額等合計 3,110 1,591

純資産合計 89,864 80,356

負債純資産合計 119,521 98,323



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 ※1  185,142 ※1  143,432

売上原価   

製品期首たな卸高 4,780 4,136

当期製品製造原価 ※1, ※4  83,561 ※1, ※4  79,785

当期製品仕入高 ※1  83,325 ※1  61,149

合計 171,667 145,071

他勘定振替高 ※2  405 ※2, ※3  803

製品期末たな卸高 4,136 1,885

製品売上原価 167,125 142,382

売上総利益 18,016 1,050

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 1,068 954

広告宣伝費 1,143 727

販売手数料 8 3

アフターサービス費 296 414

製品保証引当金繰入額 362 －

従業員給料及び手当 2,373 2,222

退職給付費用 191 205

役員退職慰労引当金繰入額 97 54

賞与引当金繰入額 226 164

役員賞与引当金繰入額 53 －

減価償却費 201 169

賃借料 422 427

開発研究費 ※4  1,733 ※4  1,752

特許権使用料 3,259 3,673

支払手数料 1,495 737

たな卸資産廃却損 150 －

その他 1,977 1,779

販売費及び一般管理費合計 15,061 13,288

営業利益又は営業損失（△） 2,955 △12,238

営業外収益   

受取利息 69 48

受取配当金 ※1  2,074 ※1  3,901

為替差益 － 4,579

その他 298 340

営業外収益合計 2,442 8,870



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業外費用   

支払利息 12 5

為替差損 2,147 －

得意先負担金型精算損 312 －

支払営業税 － 16

コミットメントフィー － 7

その他 ※1  179 ※1  26

営業外費用合計 2,652 57

経常利益又は経常損失（△） 2,745 △3,425

特別利益   

固定資産売却益 ※5  1 ※5  1

関係会社株式売却益 50 －

貸倒引当金戻入額 1 0

オプション評価益 － 2,577

製品保証引当金戻入額 － 216

その他 － 133

特別利益合計 54 2,929

特別損失   

固定資産除売却損 ※6  160 ※6  154

投資有価証券評価損 27 24

たな卸資産評価損 － 1,066

固定資産評価損 － ※7  492

過年度特許権使用料 75 －

その他 － 67

特別損失合計 263 1,805

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） 2,536 △2,301

法人税、住民税及び事業税 226 213

過年度法人税等 112 △586

法人税等調整額 22 4,316

法人税等合計 361 3,943

当期純利益又は当期純損失（△） 2,174 △6,245



  
 （注） ※１ 経費の主な内訳は次のとおりです。 

※２ 他勘定振替高の内訳は次のとおりです。 

（原価計算の方法） 

当社の原価計算方法は総合原価計算法です。なお、期中においては標準原価を用い、期末に原価差額を売上原

価、製品、仕掛品等に配賦して調整しています。  

  

製造原価明細書

    
前事業年度

(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

Ⅰ 材料費    36,762  44.2  35,886  45.5

Ⅱ 労務費    7,964  9.6  7,575  9.6

Ⅲ 経費 ※１  38,422  46.2  35,449  44.9

当期総製造費用    83,149  100.0  78,911  100.0

期首仕掛品たな卸高    711        954      

合計    83,861        79,866      

他勘定振替高 ※２ △655        △347      

期末仕掛品たな卸高    954        428      

当期製品製造原価    83,561        79,785      

  前事業年度 当事業年度 

開発研究費 21,125百万円 百万円19,837

減価償却費  6,539  6,163

外注加工費  3,390  2,920

製品勘定   △698百万円 百万円△417

その他  43  69

計  △655  △347



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 25,920 25,920

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 25,920 25,920

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 24,905 24,905

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 24,905 24,905

その他資本剰余金   

前期末残高 0 0

当期変動額   

自己株式の処分 0 △0

自己株式処分差損の振替 － 0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 0 －

資本剰余金合計   

前期末残高 24,905 24,905

当期変動額   

自己株式の処分 0 △0

自己株式処分差損の振替 － 0

当期変動額合計 0 △0

当期末残高 24,905 24,905

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 883 883

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 883 883

その他利益剰余金   

前期末残高 34,643 35,074

当期変動額   

剰余金の配当 △1,744 △1,744

当期純利益又は当期純損失（△） 2,174 △6,245

自己株式処分差損の振替 － △0

当期変動額合計 430 △7,990

当期末残高 35,074 27,084



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

利益剰余金合計   

前期末残高 35,527 35,958

当期変動額   

剰余金の配当 △1,744 △1,744

当期純利益又は当期純損失（△） 2,174 △6,245

自己株式処分差損の振替 － △0

当期変動額合計 430 △7,990

当期末残高 35,958 27,968

自己株式   

前期末残高 △29 △30

当期変動額   

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 0 2

当期変動額合計 △1 1

当期末残高 △30 △29

株主資本合計   

前期末残高 86,324 86,753

当期変動額   

剰余金の配当 △1,744 △1,744

当期純利益又は当期純損失（△） 2,174 △6,245

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 0 1

当期変動額合計 429 △7,988

当期末残高 86,753 78,764

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 7,789 4,505

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,283 △1,519

当期変動額合計 △3,283 △1,519

当期末残高 4,505 2,986

土地再評価差額金   

前期末残高 △1,394 △1,394

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 △1,394 △1,394

評価・換算差額等合計   

前期末残高 6,394 3,110



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,283 △1,519

当期変動額合計 △3,283 △1,519

当期末残高 3,110 1,591

純資産合計   

前期末残高 92,719 89,864

当期変動額   

剰余金の配当 △1,744 △1,744

当期純利益又は当期純損失（△） 2,174 △6,245

自己株式の取得 △1 △0

自己株式の処分 0 1

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △3,283 △1,519

当期変動額合計 △2,854 △9,508

当期末残高 89,864 80,356



前事業年度 (自  平成19年４月１日  至  平成20年３月31日)   

  注 その他利益剰余金の内訳 

  

当事業年度 (自  平成20年４月１日  至  平成21年３月31日)   

  注 その他利益剰余金の内訳 

  

株主資本等変動計算書の欄外注記

  配当平均積立金 
買換資産 

圧縮積立金 
特別償却準備金 別途積立金 繰越利益剰余金 

その他利益剰余金

合計 

 平成19年３月31日残高 (百万円)  1,650 70 13 29,650  3,260 34,643

 事業年度中の変動額                              

   剰余金の配当                      △1,744 △1,744

   配当平均積立金の積立  100                 △100 ―

   買換資産圧縮積立金の取崩       △5            5 ―

   特別償却準備金の取崩           △13       13 ―

   別途積立金の積立                1,300  △1,300 ―

   当期純利益                      2,174 2,174

 事業年度中の変動額合計 (百万円)  100 △5 △13 1,300  △950 430

 平成20年３月31日残高 (百万円)  1,750 65 ― 30,950  2,309 35,074

  配当平均積立金 
買換資産 

圧縮積立金 
別途積立金 繰越利益剰余金 

その他利益剰余金 

合計 

 平成20年３月31日残高 (百万円) 1,750 65 30,950  2,309 35,074

 事業年度中の変動額                         

   剰余金の配当                 △1,744 △1,744

   買換資産圧縮積立金の取崩      △4       4 ―

   別途積立金の積立           500  △500 ―

   当期純損失（△）                 △6,245 △6,245

   自己株式処分差損の振替                     △0 △0

 事業年度中の変動額合計 (百万円) ― △4 500  △8,484 △7,990

 平成21年３月31日残高 (百万円) 1,750 60 31,450  △6,175 27,084



 該当事項はありません。 

   

  

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

重要な会計方針

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法  

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

  決算期末日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算定) 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 製品、原材料、仕掛品 

  総平均法による原価法を採用しています。 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1) 製品、原材料、仕掛品 

 総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定)を採用し

ています。  

(2) 貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法を採用しています。 

(2）貯蔵品 

最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用して

おります。  

（会計方針の変更） 

  当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分)

を適用しています。 

  これにより、営業損失及び経常損失は52百万円減

少、税引前当期純損失は1,014百万円増加していま

す。 

３ デリバティブ 

  時価法 

３ デリバティブ 

同左 



   

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

４ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しています。 

  ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)については、定額法を採用し

ています。また、耐用年数及び残存価額について

は、法人税法に規定する方法と同一の基準によって

います。なお、平成19年3月31日以前に取得した金

型については、会社所定の耐用年数(法定耐用年数

の50％)及び残存価額を適用しています。 

４ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

         同左 

  

(会計方針の変更) 

  法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成

19年４月１日以降に取得した金型を含めた有形固

定資産について、改正後の法人税法に基づく減価

償却の方法に変更しています。 

  これにより営業利益、経常利益、及び税引前当

期純利益は、それぞれ153百万円減少しています。 

  なお、減価償却システムの変更に時間を要した

ため、当中間期における減価償却の方法は改正前

の法人税法に基づいており、営業利益、経常利

益、税引前中間純利益は、それぞれ37百万円多額

に計上されています。 

――――― 

(追加情報) 

  法人税法の改正に伴い、平成19年３月31日以前

に取得した固定資産については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額

の５％(ただし、金型は会社所定の残存価額)に到

達した事業年度の翌事業年度より、取得価額の

５％(ただし、金型は会社所定の残存価額)相当額

と備忘価額との差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上しています。 

  これにより営業利益、経常利益、及び税引前当

期純利益は、それぞれ87百万円減少しています。 

  なお、減価償却システムの変更に時間を要した

ため、当中間期における減価償却の方法は改正前

の法人税法に基づいており、営業利益、経常利

益、税引前中間純利益は、それぞれ44百万円多額

に計上されています。 

(追加情報) 

  法人税法の改正に伴い、機械及び装置について

は、従来、耐用年数を10年としていましたが、当

事業年度より７年に変更しています。  

  これにより営業損失、経常損失、及び税引前当

期純損失は、それぞれ119百万円増加しています。 

(2) 無形固定資産 

      定額法を採用しています。 

  なお、耐用年数については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっています。 

  ただし、ソフトウェア(自社利用)については、社

内における利用可能期間(３年～５年)に基づく定額

法を採用しています。  

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

同左 

――――― (3) リース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法を採用しています。 

  なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以

前のリース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっています。 



  

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

５ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しています。 

５ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支払いに備えて、将来の支給見込

額のうち当期の負担額を計上しています。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(3) 役員賞与引当金 

  役員の賞与金の支払いに備えて、将来の支給見込

額のうち当事業年度の負担額を計上しています。 

(3) 役員賞与引当金 

同左  

   (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当期末における

退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期

末において発生していると認められる額を計上して

います。 

 なお、過去勤務債務については、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１年）

による按分額を費用処理しています。  

  数理計算上の差異については、各期の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

(16年)による按分額をそれぞれ発生の翌期より費用

処理しています。 

(4) 退職給付引当金 

同左  

(5) 役員退職慰労引当金 

  役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基

づく期末要支給額を計上しています。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

(6) 製品保証引当金   

  製品のアフターサービスによる支払に備えるた

め、過去の実績と個別見積り額に基づき製品保証引

当金を計上しています。 

(6) 製品保証引当金   

同左 

６ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は損益として処理していま

す。 

６ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

同左 

７ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に準じた会計処理によっています。 

――――― 



  

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

 ８  ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ方法 

  繰延ヘッジ処理によっています。 

 ８  ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ方法 

同左  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象   

・ヘッジ手段…デリバティブ取引(為替予約取引)  

  

・ヘッジ対象…相場変動等による損失の可能性が 

            あり、相場変動等が評価に反映され 

            ていない債権・債務及びキャッシュ・

            フローが固定され変動リスクが回避 

            される債権・債務 (外貨建予定取引 

            を含む)  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象   

・ヘッジ手段…デリバティブ取引(為替予約、通貨

オプション及び通貨スワップ取引)  

  

・ヘッジ対象…相場変動等による損失の可能性が 

            あり、相場変動等が評価に反映され 

            ていない債権・債務及びキャッシュ・

            フローが固定され変動リスクが回避 

            される債権・債務 (外貨建予定取引 

            を含む)  

(3) ヘッジ方針 

 当社の通常業務を遂行する上で為替リスクによる

当社収益への影響を軽減する目的で、デリバティブ

取引を使用しており、投機目的のデリバティブ取引

は行っていません。  

  為替予約取引では、実需原則に基づき為替予約

取引を使用しており、キャッシュ・フローを確定さ

せることを目的にヘッジ取引を行っています。 

(3) ヘッジ方針  

  当社の通常業務を遂行する上で為替リスクによる

当社収益への影響を軽減する目的で、デリバティブ

取引を使用しており、投機目的のデリバティブ取引

は行っていません。  

 デリバティブ取引では、実需原則に基づきキャッ

シュ・フローを確定させることを目的にヘッジ取引

を行なっています。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法   

 為替予約取引は、為替の変動の累計を比率分析

する方法によっています。 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左  

９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を

採用しています。 

９ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 



   

会計処理方法の変更

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

――――― (リース取引に関する会計基準) 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従

来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっていま

したが、当事業年度より「リース取引に関する会計基準」

(企業会計基準第13号(平成５年６月17日(企業会計審議会

第一部会)、平成19年３月30日改正)) 及び「リース取引に

関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16

号(平成６年１月18日(日本公認会計士協会 会計制度委員

会)、平成19年３月30日改正) を適用し、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理によっています。 

  なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引については、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用していま

す。 

  これによる損益に与える影響はありません。  

―――――   当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

(企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分) を適用し

たことに伴い、区分の見直しを行った結果、たな卸資産評

価損とたな卸資産廃却損は、いずれも収益性が低下したと

いう点から見れば会計処理を区分する意義は乏しいと判断

し、従来販売費及び一般管理費に計上していたたな卸資産

廃却損を、たな卸資産評価損と同様、売上原価に計上する

ことに変更しました。 

  この変更により、従来と同一の基準によった場合に比

べ、売上原価は68百万円増加し、売上総利益は同額減少し

ましたが、営業損失、経常損失及び税引前当期純損失に与

える影響はありません。  

―――――    従来、市場価格のない株式の受取配当金は支払いを受け

た日に属する事業年度に収益を計上していましたが、当事

業年度より配当決議日もしくは配当決議の通知を受けた日

の属する事業年度に収益を計上する方法に変更しました。

この変更は配当金の金額の重要性が増したこと及び期間損

益を適正に算出するために実施したものです。 

  この変更により、従来と同一の基準によった場合に比

べ、営業外収益は363百万円増加し、経常損失及び税引前

当期純損失は同額減少しました。 



  

表示方法の変更

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日) 

――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 (損益計算書) 

  前事業年度において区分掲記していました「税務関

連等調査費」は、当事業年度において営業外費用の総

額の100分の10以下となったため、営業外費用の「その

他」に含めて表示しています。なお、当事業年度にお

いて営業外費用の「その他」に含まれている「税務関

連等調査費」の金額は19百万円です。 

 (貸借対照表) 

１．前事業年度において流動資産の「その他」に含めて

表示していました「為替予約」は、当事業年度にお

いて資産の総額の100分の１を超えたため区分掲記し

ました。なお、前事業年度末の「為替予約」の金額

は76百万円です。 

２．前事業年度において投資その他の資産の「その他」

に含めて表示していました「関係会社長期貸付金」

は、当事業年度において重要性が増したため区分掲

記しました。なお、前事業年度末の「関係会社長期

貸付金」の金額は175百万円です。 

（損益計算書） 

１．前事業年度において営業外費用の「その他」に含め

て表示していました「支払営業税」は営業外費用の

総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。な

お、前事業年度における「支払営業税」の金額は10

百万円です。 

２．前事業年度において営業外費用の「その他」に含め

て表示していました「コミットメントフィー」は、

営業外費用の総額の100分の10を超えたため区分掲記

しました。なお、前事業年度末の「コミットメント

フィー」の金額は７百万円です。 









(1）役員の異動 

 ① 代表取締役の異動 

           該当事項はありません。 

     ② その他の役員の異動 

 (1) 新任取締役候補 

 取締役       森岡  洋史   (現  理事  生産・購買副担当) 

 (2) 退任予定取締役 

  常務取締役   西中川  元    

  取締役       古瀬  豊海  

 (3) 昇任取締役候補 

 専務取締役   宇佐美  徹   (現  常務取締役  技術・開発統括) 

 常務取締役   中村  一男   (現  取締役      製品開発担当)  

 (4) 新任監査役候補 

  (常  勤)  監査役    倉島  要     

 (5) 退任予定監査役 

 (常  勤)  監査役    為広  剛彬  

 (6) 新任補欠監査役候補 

  (非常勤)  監査役    佐藤  高英 

(注) 佐藤 高英 氏 は会社法第２条第16号に定める社外監査役の要件を満たしております。 

     ③ 就任予定日 

           平成21年６月24日 

  

７．その他
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